
文部科学省
初等中等教育局教職員課

教員の養成・採用・研修及び免許制度
に関する基礎資料

参考資料５



（平成２６年５月１日現在）

※校長、副校長、教頭、主幹教諭、指導教諭、教諭、助教諭、講師（非常勤講師を除く。）、養護教諭、養護助教諭、栄養教諭の合計数である。
※高等学校は、全日制課程、定時制課程及び通信制課程の合計数である。

出典：平成25年度学校基本調査

総数 国立 公立 私立

昨年度
参考

昨年度
参考

昨年度
参考

昨年度
参考

幼稚園 111,059 111,111 344 360 23,360 23,793 87,355 86,958 

(0.3%) (0.3%) (21.0%) (21.4%) (78.7%) (78.3%)

小学校 416,475 417,553 1,833 1,843 409,753 410,928 4,889 4,782 

(0.4%) (0.4%) (98.4%) (98.4%) (1.2%) (1.2%)

中学校 253,832 254,235 1,628 1,629 237,082 237,568 15,122 15,038 

(0.6%) (0.6%) (93.4%) (93.5%) (6.0%) (5.9%)

高等学校 235,306 235,062 575 575 174,363 174,716 60,368 59,771 

(0.2%) (0.2%) (74.1%) (74.3%) (25.7%) (25.4%)

中等教育学校 2,432 2,369 214 203 1,520 1,453 698 698 

(8.8%) (8.6%) (62.5%) (61.3%) (28.7%) (30.1%)

特別支援学校 79,280 77,663 1,502 1,506 77,479 77,479 299 292 

(1.9%) (1.9%) (97.7%) (97.7%) (0.4%) (0.4%)

合計 1,098,384 1,097,993 6,096 6,116 923,557 924,323 168,731 167,554 

学校種別教員数について
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61歳以上
60歳（平成27年度退職）
59歳（平成28年度退職）
58歳（平成29年度退職）
57歳（平成30年度退職）
56歳（平成31年度退職）
55歳（平成32年度退職）
54歳（平成33年度退職）
53歳（平成34年度退職）
52歳（平成35年度退職）
51歳（平成36年度退職）
50歳（平成37年度退職）
49歳（平成38年度退職）
48歳（平成39年度退職）
47歳（平成40年度退職）
46歳（平成41年度退職）
45歳（平成42年度退職）
44歳（平成43年度退職）
43歳（平成44年度退職）
42歳（平成45年度退職）
41歳（平成46年度退職）
40歳（平成47年度退職）
39歳（平成48年度退職）
38歳（平成49年度退職）
37歳（平成50年度退職）
36歳（平成51年度退職）
35歳（平成52年度退職）
34歳（平成53年度退職）
33歳（平成54年度退職）
32歳（平成55年度退職）
31歳（平成56年度退職）
30歳（平成57年度退職）
29歳（平成58年度退職）
28歳（平成59年度退職）
27歳（平成60年度退職）
26歳（平成61年度退職）
25歳（平成62年度退職）
24歳（平成63年度退職）
23歳（平成64年度退職）
22歳（平成65年度退職）
21歳（平成66年度退職）
20歳（平成67年度退職）

小学校

中学校

高等学校

【小学校】 341,905人 43.5歳
【中学校】 199,306人 43.9歳

【高校】 151,166人 45.6歳
【合計】 692,377人 44.1歳

※平成27年5月1日現在で在職する正規教員の数（校長，副校長，教頭，主幹教諭，指導教諭，教諭，助教諭，講師（非常勤講師を除く。））
※年齢は、平成27年度末時点 出典：文部科学省調査

50歳以上
27.6万人
（39.9%）

40～49歳
16.9万人
（24.4%）

30～39歳
15.5万人
（22.4%）

20～29歳
9.2万人
（13.3%）

公立学校年齢別教員数（平成27年度）
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出典：文部科学省学校教員統計調査
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公立教員の年齢構成について



教員の資質能力の向上について

●大学における養成が原則
・教職課程の認定を受けた学科等において、教科に関する科目、教職に関する科目などを修得することにより、採用当
初から学級や教科を担任し、教科指導、生徒指導等を実践するために必要な最小限の資質能力を養成

●教職大学院の設置
・大学院段階における教員養成課程を充実し、高度かつ実践的な教員養成を行う

●都道府県・指定都市教育委員会等において
採用選考試験を実施

●多面的な人物評価の一層の推進
・面接試験・実技試験の重視
・様々な社会体験等の評価

●都道府県教育委員会等における研修
・初任者研修
・１０年経験者研修 等

●国（教員研修センター）における研修
・各地域において中心的な役割を担う教職員に対する
学校運営研修
・喫緊の重要課題研修 等

●指導が不適切な教員に対する人事管理システムの適切な運用
●教員評価システム ●優秀教員表彰

養成

採用 研修

適切な人事管理

教員養成・採用・研修等の各段階を通じた教員の資質向上

教員の資質能力の向上については、日頃の教育実践や教員自身の研鑽を基本としつつ大学等における「養
成」、都道府県・指定都市教育委員会等による「採用」、そして教員になってからの「研修」という各段階を通じ
て、様々な施策が体系的に行われている。

●教員が定期的に最新の知識技能を身につけることで教員が自信と誇
りを持って教壇に立ち、社会の尊敬と信頼を得ることが目的

●免許状に１０年の有効期間を定める

免許更新制

４



●学校経営力の育成を目的とする研修

1年目 5年目 10年目 15年目 20年目 25年目 30年目

中堅教員研修

副校長・教頭等研修

●研修指導者の養成等を目的とする研修

学校のマネジメントの推進や生徒指導、グローバル化に対応する研修等

●法定研修（原則として全教員が対象のもの）

●教職経験に応じた研修

●指導が不適切な教員に対する研修

初任者研修 １０年経験者研修

５年経験者研修 ２０年経験者研修

指導改善研修

●職能に応じた研修
生徒指導主任研修など

新任教務主任研修など

教頭・副校長・校長研修など

●専門的な知識・技能に関する研修

教科指導、生徒指導等に関する専門的研修

●長期派遣研修

大学院・民間企業等への長期派遣研修

都
道
府
県
教
委
等
が
実
施
す
る
研
修

(

公
立
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研
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（（独
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員
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で
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施

※
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成
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年
4
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1
日
よ
り

「（（独
）教
職
員
支
援
機
構
」に
名
称
変
更

校長研修

※平成29年4月1日より「中堅教諭等資質向上研修」

教員研修の実施体系

５



１．目 的：新任教員の実践的指導力と使命感を養うとともに、幅広い知見を得させる。
２．対 象 者：公立の小学校等の教諭等のうち、新規に採用された者
３．実 施 者：任命権者（各都道府県、指定都市、中核市教育委員会）

４．根 拠 法：教育公務員特例法第２３条（昭和６３年制度創設、平成元年度から実施）
５．研修内容：任命権者が定める。

（教員の経験に応じて実施する体系的な研修の一環をなすものとして樹立）

Ⅰ．校内研修
時間数：週１０時間、年間３００時間以上
講 師：拠点校指導教員、校内指導教員

【校内研修の内容例】
・学級経営（ホームルーム経営）、生徒指導等、
教科指導、保護者との関係づくり、公務員倫理

など
【実施上の留意点】

・個々の初任者の経験や力量、個々の学校の
抱える課題に重点を置く

・授業の準備から実際の展開に至るまでの授業
実践の基礎（指導案の書き方、板書の仕方、発
問の取り方等）について、きめ細かく初任者を指

導

＜文部科学省が教育委員会に示した内容例＞

Ⅱ．校外研修
日 数：年間２５日間以上
研修場所と研修内容

①教育センター等における教科等に関する専門的な指導
②企業・福祉施設等での体験研修

③社会奉仕体験活動研修及び自然体験活動研修
④宿泊研修 （４泊５日程度）

【実施上の留意点】
・校内研修との有機的な連携を保つ

・初任者が自己の問題意識に応じて講師や研修内容を選択で
きるようにする

・参加型・体験型研修、課題研究・討論など課題解決的な研修
を多く取り入れる

・異なる規模の学校や他校種での研修等、他の学校での経験
を得る機会を確保する

初任者研修の概要

６



初任者研修の実施状況について（平成２７年度）

約1.5倍

（教職員課調べ）
７



（教職員課調べ）

小学校の校内研修平均時間数
（週当たり）の推移

小学校の校外研修平均日の推移

大学・大学院、民間組織と連携して
いる教育委員会数の推移

８



１．目 的：個々の能力、適性等に応じて教諭等としての資質の向上を図る。
２．対 象 者：公立の小学校等の教諭等のうち、在職期間が１０年に達した者
３．実 施 者：任命権者（各都道府県、指定都市、中核市教育委員会）
４．根 拠 法：教育公務員特例法第２４条（平成１４年制度創設、平成１５年度から実施）
５．研修内容：任命権者が定める。

（教員の経験に応じて実施する体系的な研修の一環をなすものとして樹立）

＜文部科学省が教育委員会に示した内容例＞

Ⅲ．研修実施後の評価
研修終了後も、引き続き教諭等の資質の向上を図っていくた
め、研修終了時に、再度、評価を行い、その結果を、当該教
諭等に対する今後の指導や研修に活用していくことが望まし
い。

Ⅰ．評価・研修計画書の作成
①能力、適性等の評価
・都道府県教育委員会は、評価基準を作成し、各学校に配布
・校長は、評価基準に基づき、受講者の能力、適性等について評価を行い、評価の案を市町村教育委員会に提出
・市町村教育委員会は、調整等を行った後、最終的に評価を決定
②研修計画書の作成
・校長は、評価を踏まえ、研修計画書の案を作成
・市町村教育委員会は、評価の結果に基づき、受講者ごとに受講すべき講座等を記載した研修計画書を作成

Ⅱ．研修の実施
①長期休業期間中の研修
日 数：20日間程度※／場 所：教育センター等
講 師：ベテラン教員、指導主事等
規 模：少人数形式
方 法：模擬授業、教材研究、ケーススタディー等

②課業期間中の研修
日 数：20日間程度／場 所：主として学校内
助 言：校長、教頭、教務主任等
方 法：研究授業、教材研究等

「教育職員免許法施行規則の一部を改正する省令及び教員免許更新制の実施について」
（２０文科初第９１３号）（抄）

第４ その他
１．十年経験者研修をはじめとする現職研修と免許状更新講習の整合性の確保
○ この場合、十年経験者研修制度の実施に当たって発出した「教育公務員特例法の一部を改正す

る法律等の公布について（通知）」（１４文科初第５７５号）において教育センター等において実施する校外
研修の期間を２０日間程度（幼稚園については１０日間程度）を想定するとしているが、例えば、当該校外
研修の期間を現行の日数から５日間程度短縮することも考えられること。

１０年経験者研修の概要
※平成29年4月1日より「中堅教諭等資質向上研修」

９



１０年経験者研修の実施状況について（平成２７年度）

（教職員課調べ）

校内研修平均日数の推移（幼稚園・こども園を除く平均） 校外研修平均日数の推移（幼稚園・こども園を除く平均）

１０



卒業前年度 卒業年度

5~6月

応

募

7月

一次

試験

8月

二次

試験

10月

合格
発表
・

採用
内定

教育実習

3月

卒業

4月

採用

教職課程の履修

◆公立学校の教員は、地方公務員であるため、
採用選考は、都道府県教育委員会、指定都市教育委員会が実施する。

◆採用選考試験の例
（筆記試験）
・一般的な教養を問うもの、教職に関する教養を問うもの、教科等の専門的な内容を問うもの、小論文 など

（実技試験）
・体育、音楽、美術、英会話 など

（面接試験）
・個人面接、集団面接、集団討論 など

（その他）
・適性検査 ・模擬授業や授業指導案の作成 など

１１

公立学校教員採用選考試験の実施時期について



公立学校教員採用選考試験における受験者数及び採用者数について
（平成２８年度採用者）

（注）1:採用者数は、平成28年6月1日までに採用された数である。
2:学校種の試験区分を分けずに選考を行っている県市の受験者数は、小学校の受験者数に含んでいる。
3:中学校と高等学校の試験区分を分けずに選考を行っている県市の受験者数は、中学校の受験者数に含んでいる。
4:特別支援学校の受験者数は、「特別支援学校」の区分で選考試験を実施している県・市の数値のみを集計したものである。

出典：文部科学省初等中等教育局教職員課「平成28年度 公立学校教員採用選考試験の実施状況について」

１２

うち女性 うち女性 うち女性

小学校 53,606 28,478 14,699 8,940 3.6 3.2

中学校 59,076 23,642 8,277 3,604 7.1 6.6

高等学校 35,680 11,402 5,108 1,830 7.0 6.2

特別支援学校 10,601 6,125 2,846 1,799 3.7 3.4

養護教諭 9,890 9,804 1,334 1,332 7.4 7.4

栄養教諭 1,602 1,502 208 204 7.7 7.4

計 170,455 80,953 32,472 17,709 5.2 4.6

区分
受験者数（Ａ）（人） 採用者数（Ｂ）（人） 採用倍率（Ａ／Ｂ）（倍）



教員は、教育職員免許法により授与される各相当の免許状を
有する者でなければならない（免許法第３条第１項）。

１．免許状主義と開放制の原則

免許状主義

我が国の教員養成は、一般大学と教員養成系大学とがそ
れぞれの特色を発揮しつつ行っている。

開放制の原則

①普通免許状
（有効期間１０年）

②特別免許状
（有効期間１０年）

③臨時免許状
（有効期限３年）

それぞれ学校種別 （ 中学校・高等学校については教科別 ） ※詳細は別紙

○ 授与権者：都道府県教育委員会

○ 免許状の有効範囲

・普通免許状 ： 全ての都道府県

・特別免許状 授与を受けた
都道府県内

・臨時免許状

専修免許状（修士課程修了程度）

一種免許状（大学卒業程度）

二種免許状（短大卒業程度）

２．免許状の種類

教員養成・免許制度について
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① 「大学における養成」が基本。

② 現職教員の自主的な研鑽を促すため、一定の教職経験を積み、大学等で所要単位を修得した者に、上位免許状を授与する途を
開いている。

学士の学位等 教職課程の履修 教員免許状＋ ⇒教科に関する科目

教職に関する科目

普通免許状 Ｈ２５年度授与件数： ２１８，５４４件

（内訳） 専修免許状： １４，１０８件 一種免許状：１５２，９５３件 二種免許状： ４２，１１７件

普通免許状を有する者を採用できない場合に限り、例外的に
授与する「助教諭」の免許状

○ 授与要件

都道府県教育委員会が行う教育職員検定の合格

免許状を有しない優れた知識経験を有する社会人を学校現場へ迎え
入れるため、都道府県教育委員会が行う教育職員検定の合格により
授与する「教諭」の免許状（学校種及び教科ごとに授与）

○ 授与要件
① 担当教科に関する専門的な知識経験や技能を有すること
② 社会的信望及び教員の職務を行うのに必要な熱意と識見
を有すること

特別免許状 臨時免許状Ｈ２５年度授与件数： ５９件

（平成元～Ｈ２５年度総授与件数：６０８件）

多様な専門的知識・経験を有する人を教科の学習に迎え入れ

ることにより、学校教育の多様化への対応や活性化を図ること

を目的とした制度。教員免許状を有しない非常勤講師が、教

科の領域の一部を担任することが可能（任命・雇用する者が、

あらかじめ都道府県教育委員会に届出をすることが必要）。

①特別非常勤講師

中学校、高等学校、中等教育学校の前期課程・後期課程、特別支援学校
の中学部・高等部において、相当の免許状を所有する者を教科担任とし
て採用することができない場合に、校内の他の教科の教員免許状を所有
する教諭等（講師は不可）が、１年に限り、免許外の教科の担任をするこ
とが可能

（校長及び教諭等が、都道府県教育委員会に申請し、許可を得ることが

必要）。

②免許外教科担任制度

３．免許状主義の例外

Ｈ２５年度授与件数：９，４３２件
（前年度９，２１４件）

Ｈ２５年度届出件数：１９，５３９件
（前年度１９，４３５件）

Ｈ２５年度許可件数：１０，８０１件
（前年度１１，２９９件）

１４



幼稚園教諭免許状

小学校教諭免許状

中学校教諭免許状 国語、社会、数学、理科、音楽、美術、保健体育、保健、技術、家庭、職業、職業指導、職業
実習、外国語（英語、ドイツ語、フランス語その他の外国語に分ける。）、宗教

高等学校教諭免許状 国語、地理歴史、公民、数学、理科、音楽、美術、工芸、書道、保健体育、保健、看護、看護
実習、家庭、家庭実習、情報、情報実習、農業、農業実習、工業、工業実習、商業、商業実習、
水産、水産実習、福祉、福祉実習、商船、商船実習、職業指導、外国語（英語、ドイツ語、フ
ランス語その他の外国語に分ける。）、宗教、柔道、剣道、情報技術、建築、インテリア、デ
ザイン、情報処理、計算実務

特別支援学校教諭免許状 視覚、聴覚、知的障害、肢体不自由、病弱者

特別支援学校自立教科教諭免許
状

理療、理学療法、音楽、理容、特殊技芸（美術、工芸、被服）

特別支援学校自立活動教諭免許
状

視覚障害教育、聴覚障害教育、肢体不自由教育、言語障害教育

養護教諭免許状

栄養教諭免許状

（別紙１）
普通免許状の種類について

※ それぞれ専修免許状（修士課程修了程度）、一種免許状（大学卒業程度）、二種免許状（短大卒業程度）に分かれる
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・普通免許状及び特別免許状の有効期間を、１０年とする。
・文部科学大臣の認定を受けた３０時間以上の「免許状更新講習」の課程を修了すること
により、免許状の有効期間を更新する。

免許状の有効期間の更新

教員免許更新制について

教員として必要な資質能力が保持されるよう、定期的に最新の知識技能を身に付けること
で、教員が自信と誇りを持って教壇に立ち、社会の尊敬と信頼を得ることが目的。
＜教員免許更新制の導入：平成２１年４月１日＞

（１）免許状更新講習を開設できる者
大学、指定養成機関、都道府県等の教育委員会、独立行政法人・公益法人など
（２）免許状更新講習の内容
① 必修領域 ： 全ての受講者が受講する領域（６時間以上）
② 選択必修領域 ： 受講者が所有する免許状の種類、勤務する学校の種類又は教育職員と
しての経験に応じ、選択して受講する領域（６時間以上）

③ 選択領域 ： 受講者が任意に選択して受講する領域（１８時間以上）

※毎年、約９万人の現職教員が講習の対象となっている。

免許状更新講習

１６
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区 分 専修免許状 一種免許状 二種免許状 合 計

幼稚園 ２３４ １５，７７７ ２８，４２３ ４４，４３４

小学校 １，６８０ ２２，４５４ ４，１７３ ２８，３０７

中学校 ５，１６８ ４５，４７８ ２，２２７ ５２，８７３

高等学校 ６，６２５ ６０，４８４ ６７，１０９

特別支援学校 ２６３ ４，３７２ ４，８４２ ９，４７７

養護教諭 １１９ ２，９５３ １，６２３ ４，６９５

栄養教諭 １９ １，３７７ ８２５ ２，２２１

特別支援学校自立教科等 ５８ ４ ６２

合計 １４，１０８ １５２，９５３ ４２，１１７ ２０８，２３７

注：特別免許状及び臨時免許状は除く。 （教職員課調べ）

（平成２５年度）

※平成２５年度に授与権者（都道府県教育委員会）から授与された免許状の数

教員免許状の授与件数

1７



学士の学位等 教職課程の履修 教員免許状＋ ⇒

学士
短期大学士
修士

① 教科に関する科目

② 教職に関する科目

③ 教科又は教職に関する科目

・教職の意義 ・教育の基礎理論
・教育課程及び指導法
・生徒指導、教育相談及び進路指導
・教育実習
・教職実践演習

一種免許状
二種免許状
専修免許状

※学校種毎に授与
（中学校、高等学校

の場合には教科種毎）

※単位数は１種免許状の場合

（小：４１、中：３１、高：２３単位以上）

（小：１０、中：８、高：１６単位以上）

（小：８、中・高：２０単位以上）

※ 上記①②から選択

○ 学位と教職課程における単位の修得等により教員免許状が授与される。
○ 教職課程は免許状の種類毎に、大学の学科等を文部科学大臣が認定。
（※ 幼稚園及び小学校の教職課程は「教員養成を主たる目的とする」学科等でなければならない。）

※左記に加え、小学校及び中学校の免許状
の授与には、７日間の介護等体験が必要。

【教育実習】

教育実習は、学校現場での教育実践を通じて、学生自らが教職への適性
や進路を考える貴重な機会であり、教員免許状の取得には大学において
教育実習の科目を修得することが必要となっている。

免許状の種類 教育実習の必要単位 教育実習期間
幼稚園、小学校、中学校教
諭免許状

５単位（事前事後指導１単位含む） ４週間程度

高等学校教諭免許状 ３単位（事前事後指導１単位含む） ２週間程度

■教育実習の充実に関するこれまでの改正経緯
昭和２９年 幼小：４単位、中高：２単位
平成元年 幼小：５単位、中高：３単位
平成１０年 幼小中：５単位、高３単位

【教職実践演習】（平成２２年度に導入）
大学における教職課程の中で、学生がこれまで学修した授業科目や
様々な活動が、教員としての最小限必要な資質能力として有機的に統合
され、形成されたかについて確認するための授業科目。
必要単位数は２単位（主に４年次後期での開講を想定）。

（授業方法）

講義だけでなく、例えば教室での役割演技（ロールプレーイング）やグループ討論、
実技指導のほか、学校や教育委員会等との協力により、実務実習や事例研究、現地
調査（フィールドワーク）、模擬授業等を取り入れることが期待されている。

※教育実習を長期化する際の留意点
①他の分野の履修機会を狭める（特に中高課程においては専門分野を学ぶ時間も多く必要）。
②就職活動に影響を及ぼし、進路選択の機会を狭める可能性がある。

④ その他必修科目（それぞれ２単位）

日本国憲法、体育、外国語コミュニケーション、情報機器の操作

１８
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第一欄 第二欄 第三欄

所要資格

免許状の種類
基礎資格

教科に関

する科目

教職に関
する科目

教科又は教職

に関する科目

特別支援教育

に関する科目

幼稚園

教諭

専修免許状 修士の学位を有すること。 ６ ３５ ３４

一種免許状 学士の学位を有すること。 ６ ３５ １０

二種免許状 短期大学士の学位を有すること。 ４ ２７

小学校

教諭

専修免許状 修士の学位を有すること。 ８ ４１ ３４

一種免許状 学士の学位を有すること。 ８ ４１ １０

二種免許状 短期大学士の学位を有すること。 ４ ３１ ２

中学校

教諭

専修免許状 修士の学位を有すること。 ２０ ３１ ３２

一種免許状 学士の学位を有すること。 ２０ ３１ ８

二種免許状 短期大学士の学位を有すること。 １０ ２１ ４

高等学

校教諭

専修免許状 修士の学位を有すること。 ２０ ２３ ４０

一種免許状 学士の学位を有すること。 ２０ ２３ １６

特別支

援学校

教諭

専修免許状 修士の学位を有すること及び小学校、中学校、高等学校又は幼稚
園の教諭の普通免許状を有すること。 ５０

一種免許状 学士の学位を有すること及び小学校、中学校、高等学校又は幼稚
園の教諭の普通免許状を有すること。 ２６

二種免許状 小学校、中学校、高等学校又は幼稚園の教諭の普通免許状を有す
ること。 １６

注１：その他の科目として、日本国憲法２単位、体育２単位、外国語コミュニケーション２単位、情報機器の操作２単位の修得が必要になる。
また、小学校及び中学校の免許状取得のためには、介護等体験が必要となる。

注２：このほか、養護教諭及び栄養教諭の免許状がある。 １９

教員免許状取得に必要な科目の単位数及び内訳について



【例１：幼稚園教諭一種免許状の場合】

区 分 細 目

○教科に関する科目

右の科目について、１以上の科目合計６単
位上修得

・国語 ・算数 ・生活

・音楽 ・図画工作 ・体育

○教職に関する科目

右記の科目について３５単位以上修得

・教科の意義等に関する科目 ……… ２単位

（教職の意義及び教員の役割、職務内容等）

・教育の基礎理論に関する科目 ……… ６単位

（教育の理念、教育に関する歴史及び思想、児童等の心身の発達及び学習の過程、

教育に関する制度的事項等）

・教育課程及び指導法に関する科目 ………１８単位

（教育課程の意義及び編成の方法、保育内容の指導法、教育の方法及び技術）

・生徒指導、教育相談及び進路指導等に関する科目 ……… ２単位

（幼児理解の理論及び方法・教育相談（カウンセリングを含む））

・教育実習 ……… ５単位

・教職実践演習 ……… ２単位

○教科又は教職に関する科目

上記の教科に関する科目又は教職に関する
科目について１０単位以上修得

○その他の科目

右の科目について各２単位以上修得

・日本国憲法 ・体育

・外国語コミュニケーション

・情報機器の操作

２０

免許状の授与に必要な単位の例について



【例２：小学校教諭一種免許状の場合】

区 分 細 目

○教科に関する科目

右の科目について、１以上の科目合計８単
位上修得

・国語（書写を含む） ・社会 ・算数 ・理科

・生活 ・音楽 ・図画工作 ・家庭 ・体育

○教職に関する科目

右記の科目について４１単位以上修得

・教科の意義等に関する科目 ……… ２単位

（教職の意義及び教員の役割、職務内容等）

・教育の基礎理論に関する科目 ……… ６単位

（教育の理念、教育に関する歴史及び思想、児童等の心身の発達及び学習の過程、

教育に関する制度的事項等）

・教育課程及び指導法に関する科目 ………２２単位

（教育課程の意義及び編成の方法、各教科の指導法（国語・社会・算数・理科・

生活・音楽・図画工作・家庭・体育についてそれぞれ２単位以上）、道徳の指

導法、特別活動の指導法、教育の方法及び技術）

・生徒指導、教育相談及び進路指導等に関する科目 ……… ４単位

（生徒指導・教育相談（カウンセリングを含む）・進路指導の理論及び方法）

・教育実習 ……… ５単位

・教職実践演習 ……… ２単位

○教科又は教職に関する科目

上記の教科に関する科目又は教職に関する
科目について１０単位以上修得

○その他の科目

右記の科目について各２単位以上修得

・日本国憲法 ・体育

・外国語コミュニケーション

・情報機器の操作

○介護等体験 小学校又は中学校の免許状を取得するためには、社会福祉施設等における７日間以上の介護
等の体験が必要 ２１



【例３：中学校教諭一種免許状（理科）の場合】

区 分 細 目

○教科に関する科目

右記の科目についてそれぞれ１単位以上合
計２０単位上修得

・物理学 ・物理学実験（コンピュータ活用を含む。）

・化学 ・化学実験（コンピュータ活用を含む。）

・生物学 ・生物学実験（コンピュータ活用を含む。）

・地学 ・地学実験（コンピュータ活用を含む。）

○教職に関する科目

右記の科目について合計３１単位以上修得

・教科の意義等に関する科目 ……… ２単位

（教職の意義及び教員の役割、職務内容等）

・教育の基礎理論に関する科目 ……… ６単位

（教育の理念、教育に関する歴史及び思想、児童等の心身の発達及び学習の過程、

教育に関する制度的事項等）

・教育課程及び指導法に関する科目 ………１２単位

（教育課程の意義及び編成の方法、各教科の指導法、道徳の指導法、特別活動の

指導法、教育の方法及び技術）

・生徒指導、教育相談及び進路指導等に関する科目 ……… ４単位

（生徒指導・教育相談（カウンセリングを含む）・進路指導の理論及び方法）

・教育実習 ……… ５単位

・教職実践演習 ……… ２単位

○教科又は教職に関する科目

上記の教科に関する科目又は教職に関する
科目について８単位以上修得

○その他の科目

右記の科目について各２単位以上修得

・日本国憲法 ・体育

・外国語コミュニケーション

・情報機器の操作

○介護等体験 小学校又は中学校の免許状を取得するためには、社会福祉施設等における７日間以上の介護
等の体験が必要 ２２



【例４：高等学校教諭一種免許状（理科）の場合】

区 分 細 目

○教科に関する科目

右記の科目について、１以上合計２０単位
上修得

・物理学 ・化学

・生物学 ・地学

・「物理学実験（コンピュータ活用を含む。）、化学実験（コンピュータ活用
を含む。）、生物学実験（コンピュータ活用を含む。）、地学実験（コン
ピュータ活用を含む。）」

○教職に関する科目

右記の科目について合計２３単位以上修得

・教科の意義等に関する科目 ……… ２単位

（教職の意義及び教員の役割、職務内容等）

・教育の基礎理論に関する科目 ……… ６単位

（教育の理念、教育に関する歴史及び思想、児童等の心身の発達及び学習の過程、

教育に関する制度的事項等）

・教育課程及び指導法に関する科目 ……… ６単位

（教育課程の意義及び編成の方法、各教科の指導法、特別活動の指導法、教育の

方法及び技術）

・生徒指導、教育相談及び進路指導等に関する科目 ……… ４単位

（生徒指導・教育相談（カウンセリングを含む）・進路指導の理論及び方法）

・教育実習 ……… ３単位

・教職実践演習 ……… ２単位

○教科又は教職に関する科目

上記の教科に関する科目又は教職に関する
科目について１６単位以上修得

○その他の科目

右記の科目について各２単位以上修得

・日本国憲法 ・体育

・外国語コミュニケーション

・情報機器の操作

２３



○教育課程・授業方法の改革（アクティブ・ラーニングの視点からの授業
改善、教科等を越えたカリキュラム・マネジメント）への対応

○英語、道徳、ICT、特別支援教育等、新たな課題への対応
○「チーム学校」の実現

○社会環境の急速な変化
○学校を取り巻く環境変化
・大量退職・大量採用→年齢、経験年数の不均衡による弊害
・学校教育課題の多様化・複雑化

背景

【研修】

○教員の学ぶ意欲は高いが多忙で時間確保が
困難

○自ら学び続けるモチベーションを維持できる環
境整備が必要

○アクティブ・ラーニング型研修への転換が必要

○初任者研修・十年経験者研修の制度や運用の
見直しが必要

【採用】

○優秀な教員の確保のための求める教員
像の明確化、選考方法の工夫が必要

○採用選考試験への支援方策が必要

○採用に当たって学校内の年齢構成の不
均衡の是正に配慮することが必要

【養成】

○「教員となる際に最低限必要な基礎的・基
盤的な学修」という認識が必要

○学校現場や教職に関する実際を体験させ
る機会の充実が必要

○教職課程の質の保証・向上が必要

○教科・教職に関する科目の分断と細分化
の改善が必要

主な課題

【免許】○義務教育学校制度の創設や学校現場における多様な人材の確保が必要

【全般的事項】
○大学等と教育委員会の連携のための具体的な制度的枠組みが必要
○幼稚園、小学校、中学校、高等学校及び特別支援学校等の特徴や違いを踏まえ、制度設計を進めていくことが重要
○新たな教育課題（アクティブ・ラーニングの視点からの授業改善、ICTを用いた指導法、道徳、英語、特別支援教育）に対応した養成・研修が必要

これからの学校教育を担う教員の資質能力の向上について
（平成27年12月21日中央教育審議会答申）（１／２）

２４



中堅段階
「チーム学校」の一員とし
て専門性を高め、連携・
協働を深める時期

ベテラン段階
より広い視野で役割を果

たす時期

【初任研改革】

• 初任研運用方針の見直し（校内研修の重視・校外研修の精選）
• ２，３年目など初任段階の教員への研修との接続の促進

【十年研改革】

• 研修実施時期の弾力化
• 目的・内容の明確化（ミドルリーダー育成）

現職研修の改革

○ 養成・採用・研修を通じた方策～「教員は学校で育つ」との考えの下、教員の学びを支援～

【現職研修を支える基盤】

【継続的な研修の推進】

• 校内の研修リーダーを中心とした体制作りなど校内研修推進のための支援等の充実
• メンター方式の研修（チーム研修）の推進

• 大学、教職大学院等との連携、教員育成協議会活用の推進
• 新たな課題（英語、道徳、ICT、特別支援教育）やアクティブ・ラーニングの視点からの授業改善
等に対応した研修の推進・支援

• （独）教員研修センターの機能強化（研修ネットワークの構築、調査・分析・研究開発を担う全国的な拠点の整備）
• 教職大学院等における履修証明制度の活用等による教員の資質能力の高度化

• 研修機会の確保等に必要な教職員定数の拡充

• 研修リーダーの養成、指導教諭や指導主事の配置の充実

○ 学び続ける教員を支えるキャリアシステムの構築のための体制整備
・ 教育委員会と大学等との協議・調整のための体制（教員育成協議会）の構築
・ 教育委員会と大学等の協働による教員育成指標、研修計画の全国的な整備
・ グローバル化や新たな教育課題などを踏まえ、国が大綱的に教員育成指標の策定指針を提示、教職課程コアカリキュラムを関係者が共同で作成

養成段階
「学び続ける教師」の基礎
力を身につける時期

• 新たな課題（英語、道徳、ICT、特別支援教育）やアクティブ・ラーニングの視点からの授業 改
善等に対応した教員養成への転換

• 学校インターンシップの導入（教職課程への位置付け）

• 教職課程に係る質保証・向上の仕組み（教職課程を統括する組織の設置、教職課程の評価
の推進など）の促進

• 「教科に関する科目」と「教職に関する科目」の統合など科目区分の大くくり化

養成内容の改革

【管理職研修改革】

• 新たな教育課題等に対応したマネジメント力の強化
• 体系的・計画的な管理職の養成・研修システムの構築

採用段階 採用段階の改革
• 円滑な入職のための取組（教師塾等の普及）

• 教員採用試験の共同作成に関する検討
• 特別免許状の活用等による多様な人材の確保

１～数年目
教職の基盤を固める時期

教員育成指標

これからの学校教育を担う教員の資質能力の向上について
（平成27年12月21日中央教育審議会答申）（２／２）

２５



普通免許状の授与における大学において修得を必要とする単位数に係る科目区分を統合し、外国語の小学
校特別免許状を創設する。

４．施行期日

業務に、教職員その他の学校教育関係職員に必要な資質に関する調査研究及びその成果の普及、任命権者
が指標を定めようとする際の助言並びに教員免許更新講習の認定、教員資格認定試験の実施及び教育職員
免許法認定講習等の認定に関する事務を追加する（文部科学省からの業務移管）とともに、その名称を「独立
行政法人教職員支援機構」に改める。

３．独立行政法人教員研修センター法の一部改正

平成29年４月１日（ただし、２．については平成31年４月１日（一部については公布日又は平成30年４月１
日）、３．の一部については平成30年４月１日又は平成31年４月１日）

２．教育職員免許法の一部改正

教育公務員特例法等の一部を改正する法律（平成28年法律第87号）の概要（２／２）

２７


